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5.2 入力地震波 

使用した地震波を以下に示す。今回の建物は偏心が無いの

で 1 方向のみの入力を行った。

EL CENTRO 1940 NS     最大加速度 341.70 cm/sec²
TAFT 1952 EW        最大加速度 175.9 cm/sec²
HACHINOHE 1968 NS   最大加速度 229.65 cm/sec²
告示波（神戸位相）    最大加速度 468.15 cm/sec²
告示波（八戸位相）      最大加速度 477.28 cm/sec²
告示波（乱数位相）      最大加速度 512.38 cm/sec²

今回振動解析に使用したのは、復元力特性と共に多質点

系にモデル化し、地震の時刻歴応答解析を行うプログラム

SS21/DynamicPRO（株式会社 ユニオンシステム）である。

6. 解析結果(SS7・DnyamicPRO)・考察 

 固有周期について表 8に示す。両者ともに断面算定をク

リアするように断面を大きく、また鉄筋を配筋したことも

あり、V3 においては midas での解析結果（表 5）と比較す

ると、半分以下の値になっており、V0 も少し小さい値と

なった。この固有周期を長周期化させることによって短い

周期での共振を避ける。免震層を考慮した固有周期はやや

大きい値だが、基礎部を固定した時の約 3.5 倍の値になり、

長周期化に成功した事が分かる。図 12 は最大層間変位の

グラフであるが、0FL が免震層であり、V0 の最大値は

48.62cm、V3 の最大値は 48.75cm である。免震層には大き

く変位が出るが、地震力を吸収し上部構造の変位が抑えら

れていることがわかる。免震層の変位の設計クライテリア

は一般的に 60cm であるため、十分に満たしている。

次に層せん断力係数と層せん断力について設計クライ

テリアと共に図 13に示す。各地震波による応答値は、荷

重入力時の想定を超えてしまうと設計クライテリアを満

足したことにならない。1F の層せん断力係数であるベー

スシア係数𝐶𝐶𝐶𝐶𝐵𝐵𝐵𝐵は、V0 では𝐶𝐶𝐶𝐶𝐵𝐵𝐵𝐵=0.048、V3 では𝐶𝐶𝐶𝐶𝐵𝐵𝐵𝐵=0.047 に

収まっている必要があるが、V0 と V3 共にレベル 1 程度

の地震波では設計クライテリアに対して余裕がある。レ

ベル 2 程度の地震波では辛うじて満たしている状態であ

り、両者に大差はない。

図 12 最大層間変位 

表 8 固有周期(sec) 

図 13 最大層せん断力係数・最大層せん断力 

7. まとめ・今後の課題 

 新しい形態を有する構造をモデル化し、一通りの構造解

析を行ったが、最終的には標準のモデルに近い応答値を出

すことができた。しかし建物として成立させるためにはモ

デル化に対する確かさが曖昧である部分を含むため、実際

に部材実験を行うなどし、確かめる必要があるだろう。ま

た振動解析における免震層の設計については、まだ他の免

震装置を組み合わせるなどの方法もあるため、さらに上部

構造の形態の可能性も広がりそうだ。
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免震建物の変形の予測式を用いた設計例 
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予測曲線 免震層設計  
 
 
1．はじめに 

1995 年以降，免震建物が増加し，鉄骨造建物や超高層建

物にも免震構造が適用されるようになり，基礎固定時での

上部構造の 1 次固有周期が長い免震建物も設計されるよ

うになってきた 1)。また，インターネット通販市場の拡大

と 2011 年東北地方太平洋沖地震の影響で，鉄骨造物流倉

庫に免震構造を採用する事例が増えてきた。しかし，物流

倉庫は内部空間を広く取りたいため，スパンが長く，階高

が高く設計されている。そのような建物に免震構造を採用

する場合，上部構造の周期と免震周期の差が少ないため，

免震層は想定のように変形しない可能性がある。

これまでの検討では，基礎固定時での上部構造の 1 次固

有周期が長い免震建物は，上部構造のせん断力係数が大き

くなり，上部構造に伝わるエネルギーが増加することを確

認した 2)。これに伴い，上部構造の変形の増大を引き起こ

すことも考えられる。

本報では，エネルギー法に基づき，上部構造と免震層の

等価周期比を用いた，免震建物の変形の予測式を提案する。

さらに，本予測式を用い，免震層の変形と上部構造の層間

変形角が設計目標に満足できるような履歴ダンパーの降

伏せん断力係数の範囲について，設計例を示す。

2．検討用モデルおよび入力地震動の概要 

2.1 検討用モデルの概要 

本報では，長辺方向 11.2 m スパン，短辺方向 10.4 m ス

パン，平面 67.2 m × 41.6 m の整形な形状を持つ 4 階建て

の鉄骨造物流倉庫を対象とする。階高は 1 ~ 3 階が 7.5 m，

4 階が 6.6 m である。基準階伏図と検討対象とする長辺方

向の軸組図を図 1 に示す。1，5 通りの全面に弾性ブレース

を配置する。基礎固定時での上部構造の 1 次固有周期 Tu

は 1.4 s である。免震層は天然ゴム系積層ゴムアイソレー

タと履歴ダンパーで構成される。

2.2 入力地震動の概要 

入力地震動は，HACHINOHE（1968）EW 成分を位相特

性に用い，コーナー周期以降で擬似速度応答スペクトル

pSv (h = 5 %)が 80 cm/s で一定となる告示波とする（ART 
HACHI と呼ぶ）。図 2 に，擬似速度応答スペクトル pSv (h = 
5 %)とエネルギースペクトル VE (h = 10 %)を示す。図 2(b)
より，VE の平均値は 180 cm/s となる。また，ART HACHI
に対する免震層の等価繰り返し数 n1 を 6 とする。

3．等価変形倍率δueq /δ0の予測式および予測曲線 

図 3 には，質点系に基づいた上部構造と免震層の変形の

定義を示す。上部構造の等価変形 δueq は，式(1)に示してい

るように，上部構造の 1 階と中間階における変位の差の最

大値とする。なお，中間階は上部構造高さの半分に最も近

い階と定義する。上部構造の等価変形 δueq とダンパーが存

在せずアイソレータが無減衰の場合の免震層の最大変形

δ0 との比を等価変形倍率と呼ぶ。

1M xxueq −=δ          (1)

ここで，xM：上部構造の中間階の変位，x1：免震建物にお

ける上部構造 1 階の変位である。

免震等価剛性 Keqの定義を図 4 に示し，式(2)と表される。

図 4 免震等価剛性 図 3 質点系に基づいた変形 
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(a) 基準階伏図 
 

(b) ダンパー配置構面軸組図 

 図 1 伏図と軸組図 
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図 2 解析用入力地震動 

(b) エネルギースペクトル 
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免震等価周期 Teq は免震等価剛性 Keq に基づく周期であり，

式(3)で表す。 

s
ys

feq kkK
maxδ
δ

+=    (2) ，   
eq

eq K

M
T π2=     (3)

ここで， kf：アイソレータ群の剛性，ks：履歴ダンパー群

の初期剛性，sδy：履歴ダンパーの降伏変形，δmax：免震層

の最大変形， M：上部構造の総質量である。 
等価変形倍率 δueq /δ0 は式(4)のように変換できる。

0

max

max0 δ
δ

δ
δ

δ
δ

⋅= uequeq
        (4) 

3.1 δmax/δ0の予測方法

ダンパーが存在せずアイソレータが無減衰の場合の免

震層の最大変形 δ0 は式(5)，ダンパーが存在しない場合の

免震層の層せん断力係数 α0 は式(6)で表される。

π
δ

20
Ef VT ⋅

=    (5) ，  
gT

V

f

E

⋅
⋅= πα 2

0    (6) 

ここで，Tf：アイソレータのみの周期，VE：入力エネルギ

ーの速度換算値である。

δmax /δ0 と免震層履歴ダンパーの降伏耐力 αs /α0 の関係に

ついて，次式が提案されている 3), 4)。

144
2

0
1

0
1

00

max +







+−==

α
α

α
α

α
α

δ
δ ssf nn     (7) 

ここで，αf はアイソレータのせん断力係数である。 

 式(7)は入力エネルギーが全て免震層で吸収されると仮

定しているため，免震層変形 δmax を安全側で評価できる。

なお，本検討における履歴ダンパーのエネルギー吸収率は

全て 80 %以上である。

3.2 δueq /δmaxの予測方法および検証 

δueq /δmax は免震層の最大変形に対する上部構造の等価変

形の比であり，上部構造の増幅を表す。上部構造の等価変

形 δueq は式(8)で表される。免震層の最大変形 δmax は式(9)に
示すように，免震等価剛性 Keq を用いて表される。 

ueq

u
ueq K

Q 1=δ    (8) ，  
eqK

Qmax
max =δ    (9)

ここで，Qu1：上部構造の 1 層目に伝わる最大せん断力，

Qmax：免震層の最大層せん断力，Kueq：基礎固定時での上部

構造の等価剛性である。

また，基礎固定時での上部構造の等価剛性 Kueq は，式(10)
より求める。それと同様に，免震等価剛性 Keq は式(11)に示

すように，免震等価周期 Teq を用いて表される。

2

24

u

u
ueq

T

M
K

π
=  (10) ， 2

24

eq

eq
T

M
K

π=    (11)

ここで，Mu は 1 層より上層の総質量である。

上部構造 1 層目の最大せん断力係数と免震層の最大せ

ん断力係数が等しいと考え，上部構造の 1 層目に伝わる最

大せん断力 Qu1 は式(12)と表せる。 

max1 Q
M

M
Q u

u ⋅=            (12)

式(8)，式(9)と式(12)より，δueq /δmax は次式で表される。

ueq

equueq

K

K

M

M ⋅=
maxδ

δ
        (13) 

式(10)と式(11)を式(13)に代入すると，δueq /δmax は次式に示

しているように，Teq /Tu の 2 乗に反比例することが分かる。

2

max










=

eq

uueq

T

T

δ
δ

           (14) 

以降，免震等価周期 Teq と基礎固定時での上部構造の 1 次

固有周期 Tu との比を等価周期比と呼ぶ。免震構造設計指

針より，上部構造の応答増幅は上部構造と免震層の剛性比

に依存することが示されている 5)。式(14)はそれと同義で

ある。 
3.3 予測式における予測曲線 

 式(7)と式(14)を式(4)に代入すると，等価変形倍率 δueq /δ0

の予測式は式(15)で表される。なお，本予測式は天然ゴム

系積層ゴムアイソレータと履歴ダンパーで構成される免

震層を持つ免震建物に適用できる。また，検討に用いたア

イソレータのみの周期 Tf の範囲は 4 s ~ 6 s，履歴ダンパー

の降伏せん断力係数 αs の範囲は 0.01 ~ 0.05 である。 


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
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



= 144

2

0
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0
1

2

0 α
α

α
α

δ
δ

ss

eq

uueq nn
T

T
   (15) 

等価周期比 Teq/Tu が 1.0 の場合，式(15)は式(7)と一致す

る。つまり，δueq /δ0 = δmax /δ0 であるため，上部構造の等価

図 5 予測曲線（n1 = 6）
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Yes

No

S2：Rueq ，δmax の目標値の設定 

S1：VE，n1 の設定 

S0：上部構造の決定 

S3：Tf を仮定

S7：S5 と S6 を満足する

αs の範囲の決定

S6：δmax の目標値を満足する

S4：δueq /δ0 の目標値の算出

S5：δueq /δ0 の目標値を満足

する αs /α0 が存在する

変形 δueq は免震層の最大変形 δmax と等しくなる。

式(15)に基づき，履歴ダンパーの降伏耐力 αs/α0 を横軸，

等価周期比 Teq/Tu を変数とした予測曲線を図 5 に示す。な

お，免震層における等価繰り返し数 n1 は 2.2 節で述べたよ

うに 6 とする。同図の実線は履歴ダンパーの降伏耐力 αs/α0

とアイソレータの耐力 αf /α0 の関係（左の縦軸），破線はそ

れぞれの等価周期比 Teq/Tu における，履歴ダンパーの降伏

耐力 αs/α0 と等価変形倍率 δueq /δ0 の関係（右の縦軸）を表

している。

 図 5 の実線に着目すると，式(7)に示したように，上部構

造を剛体とした場合のアイソレータの耐力 αf /α0 は免震層

無減衰時の変形に対する免震層最大変形の比 δmax/δ0 と等

しい。その関係線によって，履歴ダンパーの降伏耐力 αs/α0

の変化に従う免震層最大変形 δmax/δ0 の変化を把握し，免震

層変形が設計クライテリアを満足するかが判断できる。

図 5 の破線に着目すると，履歴ダンパーの降伏耐力 αs/α0

（横軸）の増大に従い，等価変形倍率 δueq /δ0 が小さくなる

ことが確認できる。また，等価変形倍率 δueq /δ0 は，等価周

期比 Teq /Tu の増大に従って小さくなることが確認できる。

4．予測曲線を用いた設計例 

上部構造の変形を考慮した免震層の設計フローを図 6
に示す。入力地震動，免震層変形のクライテリア，および

上部構造の層間変形角を条件とし，等価変形倍率の予測曲

線を用い，履歴ダンパーの降伏せん断力係数の範囲を決め

る手法である。

STEP 0：上部構造を決定する

2.1 節で述べた上部構造形状を本設計例のモデルとして

用いる。基礎固定時での上部構造の 1 次固有周期 Tu は 1.4s 
である。免震層直上の階を除いた上部構造の質量 Mu = 
14,354 ton，建物の総質量 M = 20,303 ton である。1 階から

中間階までの高さ Hueq = 1500 cm である。

STEP 1：入力地震動を設定する

2.2 節で述べたように，入力地震動は ART HACHI，予測

式に使用される n1 は 6 と設定する。図 2(b)のエネルギー

スペクトルより，VE は 180 cm/s とする。

STEP 2：設計目標を設定する

 レベル 2 地震動である ART HACHI に対する免震建物

の設計クライテリアを，免震層変形 δmax ≤ 30 cm，上部構

造の層間変形角 Rueq = (δueq /Hueq) ≤ 1/300 とする。

STEP 3：アイソレータのみの周期を仮定する

 免震層アイソレータのみの周期 Tf を 4 s と仮定する。ダ

ンパーが存在せずアイソレータが無減衰の場合の免震層

の最大変形 δ0 は 115 cm となる（式(16)）。アイソレータ群

の剛性 kf は式(17)より求められる。

    cm115
2

4180
20 =×=
⋅

=
ππ

δ fE TV
       (16)

kN/m50096
4
2030344
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2

2

2
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f
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STEP 4：等価変形倍率の目標値を算出する

上部構造における層間変形角の設計目標 Rueq，上部構造

の等価高さ Hueq および免震層無減衰時の最大変形 δ0 より，

等価変形倍率 δueq /δ0 の設計目標は式(18)で求められる。

044.0
115

1500300/1

00

=×=
⋅

=
δδ

δ uequequeq HR
     (18)

STEP 5：等価変形倍率を目標値に満足させる

式(2) ~ 式(3)より，免震等価周期は式(19)と表される。

s
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f
eq

eq

kk

M
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M
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⋅+
×==

max

22

δ
δππ       (19)

履歴ダンパーは完全弾塑性型の復元力特性を持つ部材を

使用する。また，降伏変形 sδy が 3 cm となるものを採用す

る。ダンパー群の水平剛性 ks は式(20)と表される。

s
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Mg
k α

δ
⋅=           (20)

式(7)，式(19)，式(20) を式(15)に代入することより，等価

変形倍率 δueq /δ0 は式(21)のように表せる。
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図 7 では，赤線で式(21)の等価変形倍率 δueq /δ0 と αs/α0 の関

係を示す。同図より，等価変形倍率 δueq /δ0 が目標値に満た

すための αs/α0 の範囲は，式(22)であることが分かる。

[ ]285.0,065.0/ 0 ∈αα s           (22)

なお，目標値を満足する αs/α0 が存在しない場合は，STEP3
に戻り，アイソレータのみの周期 Tf を再仮定する。

注：S = STEP

図 6 設計フロー
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STEP 6：免震層変形に満足させる

n1 が 6 のとき，履歴ダンパーの降伏耐力（αs/α0）とアイ

ソレータの耐力（αf /α0）の関係は図 7 の実線で示される。

3.3 節で述べているように，この線は上部構造を剛体とし

た場合の免震層無減衰時の変形に対する免震層最大変形

の比 δmax/δ0 も表す。履歴ダンパーの降伏せん断力係数が小

さくなるに従い，免震層変形が大きくなり，免震クライテ

リアを満足できない可能性がある。免震層変形のクライテ

リアは 30 cm であるため，式(7)と式(16)より，アイソレー

タの耐力 αf /α0 の最大値は 0.262 となる。

262.0
115
30

0

max

0

===
δ

δ
α
α f        (23)

履歴ダンパーの降伏耐力 αs/α0 とアイソレータの耐力 αf /α0

の関係より（式(6)，図 7），αs/α0 の下限値は 0.074 であるこ

とが分かる。式(22)に踏まえ，等価変形倍率と免震層変形

の目標値に満たすための αs/α0 の範囲は，式(24)であること

が分かる。

[ ]285.0,074.0/ 0 ∈αα s          (24)

STEP 7：履歴ダンパーの降伏せん断力係数を算出する

 ダンパーが存在しない場合の免震層の層せん断力係数

α0 は式(25)から求められる。

29.0
9804
18022

0 =
×
×=

⋅
= ππα

gT

V

f

E          (25)

式(24) ~ 式(25)と 3.3 節で述べた等価変形倍率の予測式の

検討範囲より，設計クライテリアに満たすための履歴ダン

パーの降伏せん断力係数 αs の範囲は式(26)となる。

[ ]050.0,021.0∈sα            (26)

STEP 8：時刻歴応答解析によって確認する

基礎固定時での上部構造の 1 次固有周期 Tu = 1.4 s，免震

層アイソレータのみの周期 Tf = 4 s，履歴ダンパーの降伏せ

ん断力係数 αs= 0.021 のモデルを用い（α1/α0 が極小値にあ

たるモデル），VE = 180 cm/s，n1 = 6 の ART HACHI を入力

地震動とし，時刻歴応答解析を行った結果を図 7 に△で示

す。同図より，等価変形倍率 δueq /δ0 の時刻歴応答解析結果

は設計目標を満たすことが分かる。また，相対変形と層間

変形角の高さ方向分布を図 8(a)，(b)に示す。図 8 より，免

震層の最大変形は設計目標値の 30 cm 以下，上部構造の各

階の最大層間変形角は 1/300 以下であることが分かる。

5．まとめ

 本報では，天然ゴム系積層ゴムアイソレータと履歴ダン

パーで構成される免震層を持つ免震建物を対象とし，免震

等価周期と基礎固定時での上部構造の 1 次固有周期との

比に着目し，上部構造の等価変形に与える影響について予

測式を提案した。また，本予測式に基づく予測曲線を用い

ることで，免震建物の免震層最大変形と上部構造の最大層

間変形角は，設計目標に満足できるような履歴ダンパーの

降伏せん断力係数の範囲について，設計例を示した。  
なお，免震層の最大変形を安全側に評価するために，地

震動の入力エネルギーを全て履歴ダンパーに吸収させる

（上部構造が剛体）と仮定し，エネルギーの釣合い式（式

(7) ）を用いている。免震層履歴ダンパーのエネルギー吸

収率が小さい場合，本手法では精度が低下する可能性があ

る。本解析における免震層履歴ダンパーのエネルギー吸収

率は 84 %である。
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図 7 予測曲線および予測結果（n1 = 6，Tf = 4 s）

等価変形倍率の予測曲線 

等価変形倍率の設計目標 応答結果(αs = 0.021) 
式(21)の曲線 

(a) 相対変形 x (b) 層間変形角 R 

図 8 高さ方向分布 
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